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埼玉県環境みらい資金融資貸付要綱運用方針 

 

 

この運用方針は、埼玉県環境みらい資金融資貸付要綱（以下「要綱」という。）の運用上における基

本的事項について定めるものである。 

 

１ 貸付対象者について（要綱第３条関係） 

（１）民間事業者 

埼玉県内で事業活動を営んでいる法人及び個人事業主をいう。ただし、会社にあっては埼玉県中

小企業振興基本条例（平成１４年１２月２４日条例９８号）第２条に規定する中小企業者に限る。 

（２）県内で１年以上継続して同一事業を営んでいる者 

ただし、要綱第４条第１項第２号の公害防止対策に要する経費の場合を除く。また、県外から移

転し申込日において県内のみに事業所を有している場合については、県外での実績を含め１年以上

継続して同一事業を営んでいるものとし、個人から法人に組織変更し継続して同一事業を営んでい

る者については、その期間を通算して判定するものとする。 

 

２ 貸付対象経費について（要綱第４条関係） 

（１）貸付対象経費の範囲 

ア 温室効果ガス排出量の削減対策に要する経費 

次の（ア）から（オ）の区分ごとに定める経費を貸付対象とする。ただし、各区分に該当する経

費であっても、特定の限られた者のみが便益を享受するような整備費用や貸付対象設備と事業活動

が直接的に結びつかない整備費用は貸付対象外経費とする。 

（ア）再生可能エネルギーの利用に必要な設備の整備に要する経費 

・発電設備、熱源設備、熱利用設備、採光設備、貯蔵設備等に要する経費 

・ここにいう「再生可能エネルギー」とは、電気事業者による再生可能エネルギー電気の調達に

関する特別措置法（平成２３年法律第１０８号）第２条第４項各号に規定するエネルギー源と

する。 

・自家用発電設備を設置する者が、当該自家用発電設備を用いて発電した電気を一般電気事業者

が維持し、及び運用する送配電ネットワークを介して、当該自家用発電設備を設置する者の別

の場所にある工場等に送電する際に、当該一般電気事業者が提供する送電サービス（いわゆる

自己託送）等を利用した設備の整備は対象外とする。 

（イ）高効率省エネルギー設備の整備に要する経費として、次のいずれかの基準を満たすもの。た

だし、当該設備を新設又は増設する場合は、エネルギー消費原単位等が改善されるものとする。 

・エネルギーの合理化、省エネルギー及び低炭素機器導入のための国及び県などの補助金で採択

又は採択基準を満たす設備の整備に要する経費 

・目標設定型排出量取引制度における県内中小クレジットの認定基準に適合する設備の整備に要
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する経費 

・県が実施する省エネルギー診断に基づき高効率が認められた設備の整備に要する経費 

・認定を受けた、中小企業等経営強化法（平成１１年法律第１８号）第１７条に規定する経営力

向上計画、または生産性向上特別措置法（平成３０年法律第２５号）第４０条に規定する先端

設備等導入計画において、省エネルギー対策を通じて経営の強化に資する設備として記載して

いるものの整備に要する経費 

・エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和５４年法律第４９号）第６章に規定するトッ

プランナー制度の基準を満たす設備の整備に要する経費 

・エネルギー分野に精通している中小企業診断士、技術士及び税理士等の専門家や金融機関と連

携して、エネルギー使用量の削減を通じた経営力の向上を目的として策定する環境配慮型経営

力向上計画（別紙様式）に記載した設備の整備に要する経費 

（ウ）ＥＳＣＯ事業に関するパフォーマンス契約に基づく貸付対象の事業所への省エネルギー設備

の整備に要する経費で次に掲げるもの 

・ギャランティード・セイビングス契約に基づき中小企業者等が実施する設備改修経費 

・シェアード・セイビングス契約に基づきＥＳＣＯ事業者が実施する設備改修経費 

（エ）低公害車用燃料供給施設の整備に要する経費で次に掲げるもの 

・電気自動車用充電設備は、急速充電設備 

・天然ガス自動車用充てん設備は、他補助金の交付決定設備 

・燃料電池自動車用充てん設備 

（オ）省ＣＯ２と災害時のレジリエンスの両立を図る設備の整備に要する経費で次に掲げるもの 

・再生可能エネルギー利用設備と組み合わせた定置型蓄電池設備に要する経費 

・埼玉県自動車地球温暖化対策計画を提出する事業者が行う電気自動車への更新に要する経費 

 及び併せて導入する充放電設備（外部給電機等を含む）の整備に要する経費（ただし、電気自

動車については、事業用の用途以外にも使用するもの、過剰なものを除く） 

 電気自動車とは、内燃機関を併用しない検査済み自動車（道路運送車両法第60条第１項の規定

による自動車検査証の交付を受けた同法第２条第２項に規定する自動車）をいう。 

イ 公害防止対策等に要する経費 

（ア）公害防止施設等の整備に要する経費で次に掲げるもの 

ａ ばい煙の排出を抑制するための施設 

当該工場では有効な対策が講じられない場合であり、かつ現地で建替え又は改築する場合を

含む。以下ｂ～ｉについても同様である。 

ｂ 大気汚染防止法（昭和４３年法律第９７号）に規定する有害大気汚染物質及び特定物質の排

出を抑制するための施設 

ｃ 埼玉県生活環境保全条例（平成１３年７月１７日条例第５７号）に規定する炭化水素類の排

出を抑制するための施設 

ｄ 粉じんを防止するための施設  
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ｅ 騒音を防止するための施設 

ｆ 悪臭を防止するための施設 

ｇ 汚水を処理するための施設 

ｈ 汚染土壌及び汚染地下水を処理するための経費（調査費を含む） 

ｉ 振動を防止するための施設 

ｊ 地盤沈下の防止対策として、上水道又は工業用水道へ転換するための施設（給水者に支払う

負担金、分担金等の間接的な経費については対象外とする。)及び工業用水使用合理化設備で

知事の必要と認めるもの 

ｋ 前各号の施設を設置するため、敷地の拡充に必要な土地の取得、造成及び建物の解体、整備、

その他の当該施設の付属施設の整備に要する費用で、公害防止上適当と認められるもの 

（イ）アスベスト含有建材の工事等に要する経費 

アスベスト含有建材の工事等に要する経費については、工場及び事業所でアスベストが吹き付

けられた天井、壁等の改修、除去工事やその他アスベスト含有建材等に関する工事を行う際に、

アスベスト粉じんの飛散を防止するために要する経費で次に掲げるもの及びアスベストの除去

等を行う事業者がアスベスト粉じんの飛散防止のために使用する機器とする。 

ａ 適切な処理方法を選択するために必要な事前調査費 

ｂ カバ－リング処理、封じ込め処理等による改修工事に要する経費 

ｃ 除去工事に要する経費（建築物本体の除去を行う場合には、除去後の新築工事に要する経費

は除く。） 

ｄ 産業廃棄物として処理するために要する経費 

ｅ 工事施工前及び施工後に行う周辺環境測定に要する経費 

ｆ その他必要と認める経費 

（ウ）事業系廃棄物処理施設の整備に要する経費 

ここにいう「事業系廃棄物」とは、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和４５年法律第１

３７号）第２条第４項にいう廃棄物（産業廃棄物）及び同法同条第２項のうち、事業活動に伴っ

て生じた廃棄物（事業系一般廃棄物）をいう。ただし、産業廃棄物処理を業とする者の場合は、

産業廃棄物の中間処理施設の整備に要する経費で次に掲げるもの 

ａ 汚泥の脱水施設、乾燥施設、焼却施設、発酵施設等 

ｂ 廃油の油水分離施設、焼却施設等 

ｃ 廃酸又は廃アルカリの中和施設等 

ｄ 廃プラスチック類の破砕施設、焼却施設等 

ｅ 紙くずの圧縮施設、焼却施設等 

ｆ 木くずの焼却施設、破砕施設、焼成施設等 

ｇ 動植物性残滓の発酵施設、焼却施設等 

ｈ ゴムくずの焼却施設、破砕施設等 

ｉ 金属くずの切断施設等 
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ｊ ガラスくず及び陶磁器くずの破砕施設等 

ｋ 建設廃材の破砕施設等 

ｌ 特に知事が認めた施設 

（エ）フロン等の代替装置及び回収・破壊装置の購入に要する経費で次に掲げるもの 

ここにいう「フロン等」とは、特定物質等の規制等によるオゾン層の保護に関する法律（昭和

６３年法律第５３号）第２条第１項及び第２項に規定する物質をいう。 

ａ フロン等を使用しない洗浄装置 

ｂ フロン等を冷媒として使用しない、吸収式の冷凍空気調和機器 

ｃ フロン等が封入された機器からこれを回収するための機器・設備 

ただし、回収したフロン等を開放式の装置等に使用する目的で設置する場合は除く。 

ｄ フロン等を破壊するための機器・設備 

ｅ フロン等の使用装置を開放式から閉鎖式に改造するための経費 

（オ）再生資源利用促進に必要な施設の整備に要する経費で、次に掲げるもの 

ａ 次の(ａ)から(ｃ)に掲げる原材料、製品及び副産物を資源の有効な利用の促進に関する法律

（平成３年法律第４８号 改正平成１２年法律第１１３号）（以下「改正リサイクル法」とい

う。）第２条第４項及び第５項に規定する「再生資源」及び「再生部品」にする場合及びその

前処理をするために必要な設備 

(ａ) 改正リサイクル法施行令第１条及び第２条の別表第１から第２にあっては同表中第１

欄に掲げる原材料 

(ｂ) 同施行令第３条から第６条の別表第３から第６にあっては同表中の製品 

(ｃ) 同施行令第７条の別表第７にあっては同表中の副産物 

ｂ 容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（平成７年法律第１１２号）第

２条第２項で定める「特定容器」及び第３項で定める「特定包装」が第４項で定める「容器包

装廃棄物」となったものを第８項で定める「再商品化」する場合及びその前処理をするために

必要な設備 

ｃ 特定家庭用機器再商品化法（平成１０年法律第９７号）第２条第４項に定める「特定家庭用

機器」を第１項で定める「再商品化」する場合及びその前処理をするために必要な設備 

ｄ 食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律（平成１２年法律第１１６号）第２条第２項

に定める「食品廃棄物等」を同条第４項で定める「食品関連事業者」が同条第３項に定める「食

品循環資源」として同条第５項で定める「再生利用」及び同条第７項で定める「減量」をする

場合及びその前処理をするために必要な設備 

ｅ 建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成１２年法律第１０４号）第２条第５項

に定める「特定建設資材」が同条第２項に定める「建設資材廃棄物」となったものを同条第４

項で定める「再資源化」する場合及びその前処理をするために必要な設備 

ｆ その他知事が必要と認める再資源化するために必要な設備 

（カ）産業廃棄物の適正処理に要する経費で次に掲げるもの 
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ａ 排出事業者が生産活動から排出する産業廃棄物の処理経費 

ｂ 収集運搬積替え保管業者が保管する産業廃棄物の処理経費 

ｃ 中間処分業者が排出する焼却灰、金属くず、廃プラスチック等の産業廃棄物の処理経費 

（２）貸付対象経費の決定に当たって留意すべき事項 

貸付対象経費の決定に当たっては、次の事項に留意することとする。 

ア 公害防止対策等に要する経費で貸借工場等の場合、公害発生者以外の者が、公害発生者のため

に公害防止施設を整備する場合の経費については対象外とする。 

イ 温室効果ガス排出量の削減対策に要する経費で、次の経費は対象外とする。 

（ア）運用対策に要する経費 

（イ）機器を構成する一部分の交換や備品等に要する経費 

（ウ）住宅用途に要する経費 

ウ 貸付対象経費のうち次の経費は対象外とする。 

（ア）土地（一部の経費を除く） 

（イ）住宅 

（ウ）乗用車（ただし前項ア（オ）における電気自動車を除く。） 

（エ）設置するに当たり必要な許可等を受けていない設備 

（オ）公害の発生するおそれのある設備 

（カ）埼玉県以外に設置する設備（一部の経費を除く） 

（キ）申込時において支払済みの設備（手形・小切手の振出などを含む） 

（ク）申込時において設置済みの設備 

（ケ）中古の設備 

 

３ 借入申込みについて（要綱第１１条関係） 

（１）借入申込書の受付は、事業所の所在する市町村の商工会議所若しくは商工会（以下「受付機関」

という。）又は県温暖化対策課で行うものとする。 

（２）借入申込書の受付を行った受付機関は、遅滞なく関係書類を県温暖化対策課へ進達するものと

する。 

（３）借入申込み以前に、対象設備を設置済又は対象設備にかかる施工業者への支払済である者から

の申込みは、受け付けないものとする。 

（４）借入申込みに必要な提出書類は別表のとおりとする。 

 

４ 貸付けの審査について（要綱第１１条関係） 

（１）知事は、環境みらい資金の貸付けの認定に当たり、次に掲げる事項についてその内容を審査し

なければならない。 

（ア）貸付対象者の適否 

（イ）環境に配慮した施設についての適否 
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（ウ）貸付金額の査定 

（エ）その他必要な事項 

（２）前項の審査については、必要に応じ関係課の意見を求めるものとする。 

別表 

 

１ 各貸付対象経費で共通に必要な書類 

提出部数 法  人 個  人 

１部 

借入申込書（様式第１号） 

登記事項証明書 営業届出済証明書等 

前期分の決算書の写し（決算内訳書全頁

含む） 

前期分の確定申告書・決算書の写し 

埼玉県税事務所が発行する、法人県民税

及び法人事業税を滞納していないことを

証する納税証明書 

市町村等が発行する個人県民税及び埼玉

県税事務所等が発行する個人事業税（法

定対象業種以外の業種を営む場合は、市

町村が発行する県民税及び市町村民税）

を滞納していないことを証する納税証明

書 

事業実施に必要な行政機関からの許可書・届出の受理書等の写し 

見積書（社判（印鑑）のあるもの）の写し 

既存設備・設置予定箇所等の写真 

図面（配置図（対象設備の設置場所が分かるもの）など） 

対象設備のカタログ 

対象設備の行政機関からの許可書・届出の受理書等の写し 

※ 登記事項証明書（営業届出済証明書等）及び納税証明書は発行後３ヶ月以内のものとする。 

※ 工事見積書は発行後３ヶ月以内かつ有効期間内のものとする。 

 

２ 対象経費ごとに必要な書類 

（１）要綱第４条第１項第１号に掲げる経費の場合 

提出部数 

１部 

 

 

 

温室効果ガス削減量の削減効果等予測計算書 

環境配慮型経営力向上計画書 

（ＥＳＣＯ事業を通じて行う省エネルギー設備の整備に要する経費の場合） 

パフォーマンス契約書の写し、契約締結者のうち貸付対象者以外の者の登記事項証明

書（営業届出済証明書等）、納税証明書及び決算書の写し 

（自動車地球温暖化対策計画を提出している事業所が行う電気自動車更新の場合） 

購入車両に係る見積書、処分車両の自動車検査証 

・次の書類は融資後速やかに提出：購入車両の自動車検査証、処分済み車両に係る廃

車・譲渡等の手続完了を証明する書類（譲渡証明書は譲渡人の印があるもの、自動車

リサイクル法に基づく使用済自動車引取証明書は引取業者の押印があるものに限る）。 
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※ 環境配慮型経営力向上計画書は、エネルギー分野に精通した専門家及び金融機関との連携によ

りエネルギー使用量の削減を通じた経営力の向上を目標とする場合に限る 

※ 登記事項証明書（営業届出済証明書等）及び納税証明書は発行後３ヶ月以内のもの 

 

（２）要綱第４条第１項第２号に掲げる経費の場合 

提出部数 （書面での勧告、指導等があった場合）行政機関からの勧告書、指導書等の写し 

１部 （産業廃棄物の適正処理経費の場合）委託契約書の写し、委託業者の経歴書（受注実

績を含む）、実施計画書又は処理計画書 

（３）その他審査に必要な書類 

 

 

附  則 

この運用方針は、昭和５１年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、昭和５２年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、昭和５２年６月６日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、昭和５３年１月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、昭和５３年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、昭和５４年１月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、昭和５５年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、昭和５５年６月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、昭和５６年５月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、昭和５６年５月１１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、昭和５７年１月１８日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、昭和５９年１月４日から適用する。 

附  則 
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この運用方針は、昭和５９年７月２０日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、昭和６０年５月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、昭和６１年２月２４日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、昭和６１年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、昭和６２年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、昭和６３年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成２年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成２年６月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成２年１０月２９日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成３年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成４年３月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成４年５月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成４年１１月１６日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成５年３月２３日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成５年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成５年７月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成５年７月１２日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成５年９月１３日から適用する。 

附  則 
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この運用方針は、平成５年１２月２０日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成６年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成６年４月２８日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成６年１０月１１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成７年２月２７日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成７年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成７年４月２４日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成７年６月２７日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成７年１２月２５日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成８年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成８年５月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成８年１０月２８日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成９年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成１０年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成１１年２月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成１１年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成１２年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成１３年４月１日から適用する。 

附  則 
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この運用方針は、平成１４年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成１５年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成１７年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成１８年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成１９年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成２０年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成２３年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成２４年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成２５年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成２６年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成２７年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成２８年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成２９年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、平成３０年１０月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、令和２年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、令和３年４月１日から適用する。 

附  則 

この運用方針は、令和４年４月１日から適用する。 

 

 


